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流域治水の施策を推進するためには，長期的に発現する流域治水の被害軽減効果を定量的に示すととも

に，対策額に対する施策効果の経済効率性，ハード対策とソフト対策のバランス，公的負担と自己負担の

バランス等を提示することが有効である．加えて，流域治水による水害リスクの低減（生産施設・設備の

防護・移転等）が，地域経済の長期的成長に寄与することを定量的に示すことも有効である．流域治水の

経済効果を定量的に評価できる可能性のあるツールとして「動学的確率的マクロ経済モデル」が挙げられ，

同モデルを開発途上国における防災投資の経済分析等に適用した研究も存在するが，流域治水の施策実施

による経済効果等を明らかにした研究はない．本論文は，流域治水による経済効果等を評価する研究の第

一歩として，洪水氾濫解析で得た洪水被害推計データを「動学的確率的マクロ経済モデル」に入力し，氾

濫域内の土地利用規制等を対象にパイロットスタディを実施・考察することで，同モデルの流域治水対策

検討への活用可能性と課題や，社会実装に向けた今後の研究展開を取りまとめることを目的とする． 

 

Key Words: river basin management, dynamic stochastic macroeconomic model, flood inundation 
analysis, local economic growth, cross-disciplinary research 

 

 

１．本検討の背景・目的 

 

流域内関係者の協働により実現する流域治水の施策を

推進するためには，長期的に発現する流域治水の被害軽

減効果を定量的に示すとともに，対策額に対する施策効

果の経済効率性，ハード対策とソフト対策のバランス，

公的負担と自己負担のバランス等を提示することが有効

である．加えて，流域治水による水害リスクの低減（生

産施設・設備の防護・移転等）が，地域経済の長期的成

長に寄与することを定量的に示すことも有効である． 

河川管理者による事業の実施判断に用いられている主

な河川事業評価方法は，「治水経済調査マニュアル1)」

に基づく費用便益分析であり，期待被害軽減額の現在価

値を用いて経済便益を把握し，洪水対策費用との比較の

上で当該事業の経済性を評価するものである．しかし，

「治水経済調査マニュアル」に基づく費用便益分析には

いくつかの問題点・課題が残されており，その一例とし

て洪水対策により得られる便益全体のうち，経済的に評

価可能な一部の被害防止便益（資産被害・稼働被害・事

後的被害抑止効果）の計測に留まる点が挙げられる．特

に洪水対策は道路整備等と異なり経済的な効果を実感し

にくいため，水害リスク低減によるリスクプレミアム低

下や精神的被害抑止等の心理面への効果，高度化便益や

地域経済成長等のプラス面の効果等についても定量的に

計測できると有効である．「治水経済調査マニュアル」

の期待被害軽減額を用いた経済便益の評価方法は，小規

模高頻度に生起する水害を前提としたものであり，災害

保険により洪水被害がフルカバーされ，資産等が瞬時に

元通りに修復される前提となっている．一方で，巨大性 
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表-1 治水経済調査マニュアルと本モデルの比較 

項目 
治水経済調査 

マニュアル 

動学的確率的 

マクロ経済モデル 

整備効果の 
評価指標 

氾濫域内の被害軽減額 
（直接被害･間接被害） 

地域全体の経済成長

（GDP, GRP等） 

時間的な 
評価軸 

一時点の期待被害 
軽減額を評価期間分 

累積して評価 

投資された対策による

毎年の地域の経済成長

を算出して評価 

対策費用 
事業期間の 

毎年の対策費用 
事業期間の 

毎年の対策費用 

 

・同時性を有するカタストロフィックな水害が生起した

場合には，資産損失等の影響が長期に渡り続き，経済成

長の停滞が想定されるため，資産等が被災後に瞬時に修

復されるという前提を置くことに限界が生じる2)．よっ

て，流域治水による地域経済の成長効果や大規模洪水の

長期的影響等を把握するためには，「時間軸」や「不確

実性」を考慮した定量評価が課題の一つとなる． 

流域治水による地域経済の成長効果等を定量的に評価

できる可能性のあるツールとして「動学的確率的マクロ

経済モデル」が挙げられる．他の定量評価ツールとし

て，消費者余剰法，マクロ計量経済モデル，応用一般均

衡モデル等が挙げられるが3)，流域治水による地域経済

の長期的成長や大規模水害の生起可能性等を考慮に入れ

る場合は「時間軸」及び「不確実性」を扱うことに優れ

た「動学的確率的マクロ経済モデル」が適している可能

性がある．同モデルを活用した既存研究として，開発途

上国における防災投資の経済分析等に同モデルを適用し

た研究がいくつか存在4-7)するが，国内における流域治水

の経済効果を明らかにした研究はない． 

本論文は，流域治水による経済効果等を評価する研究

の第一歩として，洪水氾濫解析で得た洪水被害推計デー

タを「動学的確率的マクロ経済モデル」に入力し，氾濫

域内の土地利用規制等を対象にパイロットスタディを実

施・考察することで，「動学的確率的マクロ経済モデ

ル」の流域治水対策検討への活用可能性と課題や，社会

実装に向けた今後の研究展開を取りまとめることを目的

とする．以下，第2章では動学的確率的マクロ経済モデ

ルの概要を説明し，第3章では洪水氾濫解析による被害

推計の考え方や条件を示す．第4章でパイロットスタ

ディの実施・考察を行い，第5章で本検討の成果・課題

を取りまとめる． 

 

２．動学的確率的マクロ経済モデルの概要 

 

(1) モデルの概要 

本モデルは，経済活動の時間軸や水害リスクの不確実

性を考慮した上で，流域治水の長期的な被害軽減効果等

を定量的に示すことを目的とする．Ramsey型経済成長

モデル8)に水害リスクや流域治水対策等を加えたモデル 

図-1 本モデルのフレームワーク 

 

で，Ishiwata and Yokomatsu (2018), Ishiwata et al. (2020), 

Yokomatsu et al. (2014) 等のモデルを基に構築しているが，

開発途上国と比較して日本の教育水準は既に高水準にあ

ることから，開発途上国の教育水準の向上が経済成長・

貧困改善に与える影響を分析するために用いた状態変数

の一つである人的資本蓄積（代理変数：平均就学年数）

を除外してシンプルな構造とした．アウトプットとして，

流域治水対策の有無別に見た地域内総生産（GRP）の差

異や流域治水対策の経済効率性等を定量的に示せる点が

特徴である．表-1に治水経済調査マニュアルと本モデル

の特徴を比較整理する． 
 

(2) モデルの仮定 

本モデルのフレームワークを図-1に示す．経済空間は

1地域1部門で構成される閉鎖型の実物経済を仮定する．

代表的家計は無限視野を持ち，水害リスクを認識した上

で，完全合理的に経済活動を行うものと仮定する．実物

経済のため，所得は生産額と等価であり，流域治水対策

を実施する場合には所得の一部が同対策費に充てられる

ものとする．合成財の生産には，生産要素として労働と

生産施設・設備を要するものと仮定し，洪水被害により

生産要素に被害が生じた場合は，残存する生産要素を用

いて生産するものとする．また，社会経済構造の変革に

よる急激な技術成長は生じないものと仮定する． 

 

(3) モデルの定式化 

a) 洪水の生起確率と被害率 

洪水は各年に一度だけ発生するものと仮定し，洪水規

模𝑙 ∈ ሼ1,2, ⋯ , 𝐿ሽの水害が発生する確率𝜇௟は，時間に依

らず一定で，以下の条件を満たすものとする． 

෍ 𝜇௟

௟

ൌ 1 ሺ1ሻ

これ以降，水害規模𝑙を表すため上付き文字を利用する． 

洪水被害率は，家計・家財資産被害率𝜙௟，生産施設・

設備被害率𝜓௟，労働時間減少率𝜔௟の3種類を扱うものと

する．洪水被害率は，洪水被害低減関数𝜁𝓍に従い，流域

所得

非耐久財
消費

家屋・家財
投資

貯蓄

家屋・家財
資産

生産施設・
設備

労働

流域治水
投資

水害リスク低減

効用（厚生）

生産行動

生産で得られた利潤消費行動

生産（GRP）

流域治水
資本

（止水壁等）

- 338 -



 

 

治水資本𝑔の蓄積とともに低減していくものと仮定する． 

家計・家財資産被害率 ∶ 𝜙௟ ൌ 𝜁థ൫𝑔ሺ𝑡ሻ൯ ሺ2𝑎ሻ

生産施設・設備被害率 ∶ 𝜓௟ ൌ 𝜁ట൫𝑔ሺ𝑡ሻ൯ ሺ2𝑏ሻ

労働時間減少率     ∶ 𝜔௟ ൌ 𝜁ఠ൫𝑔ሺ𝑡ሻ൯ ሺ2𝑐ሻ

b) 合成財の生産技術 

合成財の生産関数𝑓はCobb=Douglas型9)を仮定し，合

成財生産は洪水被害後に残存する生産要素を用いて行わ

れるものとする． 

𝑓 ቀℎ෠௟ሺ𝑡ሻ, 𝑘෠௟ሺ𝑡ሻቁ ൌ 𝐵ൣℎ෠௟ሺ𝑡ሻ൧
ఈ೓ൣ𝑘෠௟ሺ𝑡ሻ൧

ఈೖ
ሺ3𝑎)

where 

ℎ෠௟ሺ𝑡ሻ ൌ ൣ1 െ 𝜔௟൫𝑔ሺ𝑡ሻ൯൧ℎത  ሺ3𝑏ሻ

𝑘෠௟ሺ𝑡ሻ ൌ ൣ1 െ 𝜓௟൫𝑔ሺ𝑡ሻ൯൧𝑘ሺ𝑡ሻ  ሺ3𝑐ሻ
and 

෍ 𝛼௜ ൌ 1
௜∈ሼ௛,௞ሽ

,     𝛼௜ ∈ ሺ0,1ሻ ሺ3𝑑ሻ

ここで，𝐵は全要素生産性，𝛼௜は生産関数のシェアパラ

メータを示す．ℎതは人的資本を表し，ℎത ൌ 1と仮定する．

𝑘は生産施設・設備の蓄積量を示す． 

1財経済において，地域内総生産（GRP）𝐹௟は合成財

生産額の集計量と等価になることから，総地域人口𝑁を

用いて次のように表すことができる． 

𝐹௟ሺ𝑡ሻ ൌ 𝑁 ∙ 𝑓 ቀℎ෠௟ሺ𝑡ሻ, 𝑘෠௟ሺ𝑡ሻቁ ሺ4ሻ

c) 生涯期待効用の定義 

代表的家計は，水害リスクの下，非耐久財消費𝑐௟と家

屋・家財資産の蓄積量𝓏で定義される生涯期待効用が最

大となるよう，完全合理的に資源配分を行う． 

Ε௟ ൥෍ 𝑢൫𝑐௟ሺ𝑡′ሻ, 𝓏̂௟ሺ𝑡′ሻ൯ ∙ 𝛬௧ᇲି௧

ஶ

௧ᇲୀ௧

൩ ሺ5𝑎ሻ

where 

𝓏̂௟ሺ𝑡ሻ ൌ ൣ1 െ 𝜙௟൫𝑔ሺ𝑡ሻ൯൧𝓏ሺ𝑡ሻ ሺ5𝑏ሻ

𝛬 ൌ
1

1 ൅ 𝜌
 ሺ5𝑐ሻ

ここで，Ε௟は洪水規模𝑙の期待操作を表す記号である．𝜌
は時間選好率であり，𝛬は現在割引要素を意味する． 

瞬時効用関数𝑢はCRRA型（相対的危険回避度一定型）

を用いるものとする． 

𝑢൫𝑐௟ሺ𝑡ሻ, 𝓏̂௟ሺ𝑡ሻ൯ 

   ൌ 𝛾௖
ሾ𝑐௟ሺ𝑡ሻሿଵିఏ೎ െ 1

1 െ 𝜃௖
൅ 𝛾𝓏

ሾ𝓏̂௟ሺ𝑡ሻሿଵିఏ𝓏 െ 1
1 െ 𝜃𝓏

 
 

ሺ6𝑎ሻ

where 

෍ 𝛾௝ ൌ 1
௝∈ሼ௖,𝓏ሽ

,     γ௝ ∈ ሺ0,1ሻ ሺ6𝑏ሻ

ここで，𝛾௝は効用関数のシェアパラメータ，𝜃௝は相対的

危険回避度を示す． 

d) 流域治水資本の蓄積 

流域治水資本𝑔は，洪水被害を低減させる役割を持つ

資本として，輪中堤や止水壁等を想定する．その蓄積過

程は次のとおりである． 

𝑔௟ሺ𝑡 ൅ 1ሻ ൌ 𝑔ሺ𝑡ሻ ൅ 𝑑 ሺ7ሻ

ここで，𝑑は各年の流域治水投資額を示す． 

e) 家屋・家財資産の蓄積 

家屋・家財資産𝓏は住居や家具等の耐久財であり，そ

の蓄積過程は次のとおりである． 

𝓏௟ሺ𝑡 ൅ 1ሻ ൌ ሺ1 െ 𝛿𝓏ሻ𝓏̂௟ሺ𝑡ሻ ൅ 𝜉ሺ𝑡ሻ ሺ8ሻ

ここで，𝛿𝓏は家屋・家財資産の減耗率，𝜉は家屋・家財

投資額を示す． 

f) 生産施設・設備の蓄積 

生産施設・設備𝑘は，生産活動に必要な施設や機材，

インフラ等であり，その蓄積過程は次のとおりである． 

𝑘௟ሺ𝑡 ൅ 1ሻ ൌ ሺ1 െ 𝛿௞ሻ𝑘෠௟ሺ𝑡ሻ 

൅𝑓 ቀℎ෠௟ሺ𝑡ሻ, 𝑘෠௟ሺ𝑡ሻቁ െ 𝑐௟ሺ𝑡ሻ െ 𝜉ሺ𝑡ሻ െ 𝑑 
 
ሺ9ሻ

ここで，𝛿௞は生産施設・設備の減耗率を示す． 

g) 総資産の定義 

総資産𝑎は，家屋・家財資産𝓏と生産施設・設備𝑘の合

計として定義する． 

𝑎ሺ𝑡ሻ ∶ൌ 𝓏ሺ𝑡ሻ ൅ 𝑘ሺ𝑡ሻ  ሺ10ሻ

(4) 動学的最適化 

代表的家計の動学的最適化問題は，最適値関数𝑉を用

いて，以下のように記述される． 

𝑉൫𝑎ሺ𝑡ሻ, 𝑔ሺ𝑡ሻ൯ 

ൌ max E௟ ൥෍ 𝑢൫𝑐௟ሺ𝑡ᇱሻ, 𝓏̂௟ሺ𝑡ᇱሻ൯ ∙ 𝛬௧ᇲି௧

ஶ

௧ᇲୀ௧

൩
 

ሺ11ሻ

最適値関数𝑉は，最適な資源配分により達成可能な生涯

期待効用の最大値であることから，社会厚生の一つの指

標とみなすことができる． 

上式は，再帰方程式である次のBellman方程式と等価

になる． 

𝑉൫𝑎ሺ𝑡ሻ, 𝑔ሺ𝑡ሻ൯ ൌ max ෍ 𝜇௟ൣ𝑢൫𝑐௟ሺ𝑡ሻ, 𝓏̂௟ሺ𝑡ሻ൯ ൅ 𝛬
௟

∙ 𝑉൫𝑎௟ሺ𝑡 ൅ 1ሻ, 𝑔௟ሺ𝑡 ൅ 1ሻ൯൧ ሺ12ሻ

本論文では，Bellman方程式で表された最適値関数𝑉を目

的関数とし，各資産形成に関する制約条件の下，数値シ

ミュレーション手法の一つであるValue Function Iteration

を用いることで数値的に社会最適解を算出した． 

 

３．洪水氾濫解析による被害推計 

 

「治水経済調査マニュアル1)」に準じて，国管理河川の

実河川を対象に確率規模別の平面二次元氾濫解析により

洪水被害推計を実施した．洪水の生起確率は，基本方針

規模L1（確率1/100）以上の確率として，想定最大規模

L2（確率1/1,000），確率1/500，確率1/300の3ケースを設

定し，本川と支川に囲まれた1氾濫ブロックに対して， 
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本川と支川各1箇所ずつ被害額最大となる破堤点を設定

した．上記条件で算定した氾濫解析結果は，想定最大規

模で浸水面積約40,000km2，一般資産被害額1,220億円と

なった．算出した被害額・資産額を用いて洪水被害率

（家屋・家財資産被害率，生産施設・設備被害率，労働

時間減少率）を算出した． 

洪水被害の区分に関しては，直接被害（一般資産被害）

と間接被害（労働時間減少）の2つに分けて設定した．

直接被害（一般資産被害）に関しては，洪水によって資

産が失われ，回復には再投資が必要（永続的な被害）と

なる一方，間接被害（労働時間減少）に関しては，洪水

による人的被害は生じないものとし，洪水が発生した年

次のみ浸水のため労働時間が減少（一時的な被害）する

ものと仮定した．洪水氾濫解析によって推計した洪水被

害率に関しては付録に整理した． 

 

４．パイロットスタディの実施 

 

(1) パイロットスタディの目的 

現在の河川事業評価で多く用いられている「治水経済

調査マニュアル」や「仮想的市場評価法（CVM法）」

等では捉え切れていない地域経済の成長や洪水の不確実

性を考慮した流域治水対策効果を「動学的確率的マクロ

経済モデル」にて評価可能であるかを確認するため，本

パイロットスタディにて，同モデルの流域治水対策評価

ツールとしての可能性を探ることを目的とする．なお，

本パイロットスタディは概略的な流域治水対策効果を得

ることを目的としているため，社会経済データ・洪水被

害データ等の設定を一部簡便化した上でパイロットスタ

ディを実施した． 

 

(2) パイロットスタディの前提条件 

a) 評価期間の設定 

「治水経済調査マニュアル」の評価期間が計50年で設

定されていることや，家屋の建替周期が50年程度である

こと等を鑑み，本パイロットスタディの評価期間は計50

年を想定した． 

b) 流域治水対策の設定 

本パイロットスタディでは，治水対策ではなく，流域

対策に焦点を充てるものとし，計3種類のシナリオを想

定した．第一に「流域対策なし」のシナリオで，評価期

間を通じて洪水被害率が変化しない状況を想定した．第

二に「流域対策あり（土地利用規制）」のシナリオで，

氾濫域内の土地利用規制によって，家屋等の建替時期に

移転要請を実施する状況を想定し，各洪水被害率が基準

年より比例的に低減して50年後にゼロになるものと仮定

した．また，家屋等の移転要請であるため，流域対策と

しての新規費用はゼロを仮定した．第三に「流域対策あ

り（止水壁整備）」のシナリオで，氾濫域内の家屋等へ

の耐水対策を実施する状況を想定し，土地利用規制と同

様，各洪水被害率が基準年より比例的に低減して50年後

にゼロになるものと仮定した．また，試行検討であるこ

とから，止水壁は床下浸水でも床上浸水でも一律高さ

2mを想定し，一件当たり約2.1千万円（一人当たり約4万

円/年）の費用負担を仮定した．なお，具体的な耐水対

策として，輪中堤や宅盤嵩上げ等も考えられるが，輪中

堤の場合は対策費用の設定が難しく，宅盤嵩上げの場合

は対策費用が高額となることから，便宜的に止水壁整備

を想定した． 

 

(3) パイロットスタディの実施・結果 

流域対策による地域経済の成長効果を分析するため，

洪水の発生頻度・規模を変化させて計2,000回のモンテ

カルロシミュレーションを実施し，図-2のとおり地域内

総生産（GRP）の期待値と標本値を算出した．流域対策

の有無により，標本値の変動幅が異なり，その結果とし

て期待値に差異が生じた．本節では同期待値・標本値を

用いた経済分析結果を示す．なお，利用した入力データ

は付録に整理した． 

a) 流域対策別に見た地域経済の期待成長分析 

地域経済の成長に対する適切な流域対策を把握するた 

 

※洪水の生起確率が低く，洪水被害のない標本値が大半であるため，洪水被害のない標本値の近傍に期待値曲線が位置している．

図-2 モンテカルロシミュレーション結果（左：対策なし，中央：土地利用規制，右：止水壁整備） 
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め，地域内総生産（GRP）の期待値を用いて，図-3のと

おり流域対策別の地域経済の期待成長水準を比較した．

50年後の地域内総生産（GRP）を見ると，「対策なし」

と比較して「土地利用規制」では約20億円増加した一方，

「止水壁整備」では約60億円減少した．「土地利用規制」

は，流域対策としての新規費用なしに各洪水被害率が低

減する状況を想定（家屋等建替時期の移転要請を想定）

したため，流域対策分の投資が生産施設・設備に充てら

れ，経済成長に繋がったと考えられる．一方で「止水壁

整備」では，流域対策の被害軽減効果は発現しているも

のの，水害リスクに比べて流域対策の費用負担が大きく，

経済成長の停滞を招いたものと考えられる． 

次に地域経済に及ぼす「土地利用規制」の長期的効果

を把握するため，「各年の地域経済効果」を以下のとお

り定義し，「50年後の累積経済効果」を算出した．算出

結果を図-4に示す． 

 

各年の地域経済効果は大きくないものの，土地利用規制

が進むことで洪水被害が減少するとともに，地域経済が

成長して資産が増加するため，各年の地域経済効果は

年々増加し，50年後の累積経済効果で見ると約300億と

一定程度の経済効果が見られた．今後の気候変動による

大規模洪水の生起確率の上昇や，治水対策が遅れている

支川・中小河川等に着目した場合は，流域対策の経済効

果が増すものと想定される． 

b) 大規模洪水発生シナリオで見た地域経済の成長分析 

大規模洪水による地域経済への影響を把握するため，

地域内総生産（GRP）の標本値（想定最大規模L2が基準

年から42年後に発生した場合）を用いて，図-5のとおり

流域対策別の地域経済の成長水準を比較した．大規模洪

水発生時（42年後）の地域内総生産（GRP）を見ると，

「対策なし」では約1,200億円減少した一方，「土地利

用規制」及び「止水壁整備」では約170億円の減少にと

どまり，経済損失が大幅に緩和される結果となった．加

えて「対策なし」では，50年後の地域内総生産（GRP）

が大規模洪水発生前の経済水準に回復していないことが

分かる．「止水壁整備」に関しては，地域経済の期待成

長で見た場合は必要以上の費用負担で経済成長の停滞を

招く結果となっていたが，大規模洪水発生シナリオで見

た場合は「対策なし」よりも地域経済の持続的成長に貢

献する結果となった．流域対策を検討する際は，地域経

済の期待成長と大規模洪水発生シナリオで見た経済成長

の双方を考慮した分析が有益であると考えられる． 

 

５．本検討の成果・課題 

 

(1) 本モデルの流域治水検討への活用可能性・課題 

 「動学的確率的マクロ経済モデル」に「洪水氾濫解析

で得た被害推計」等を入力し，流域対策の有無別（計50

年間の土地利用規制（ソフト対策）・止水壁整備（ハー

ド対策））に見た地域内総生産（GRP）の長期的な成長

規模の差異等を定量的に分析した．また，流域対策によ

る洪水被害・水害リスク低減と対策費用負担の関係性を

踏まえ，地域経済成長を考慮した流域治水対策への投資

妥当性を一定の仮定の下で検討可能なツールであること

を確認した．これによりハード対策とソフト対策のバラ

ンスを定量的に検討できる可能性があることを確認した． 

今後の課題として，治水対策と流域対策の最適なバラ

ンスの分析（今回は流域対策に焦点），流域治水対策の

 

図-3 流域対策別に見た地域経済の期待成長 図-4 土地利用規制時の各年・累積経済効果 

  

図-5 流域対策別に見た大規模洪水発生時の地域経済成長 
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実施に必要な資金調達（建設国債等）を考慮可能な構造

への改良，空間を考慮した構造への改良等が挙げられる． 

 

(2) 流域治水への実装に向けた今後の研究展開 

今後は，実流域を対象に，河川分野と社会経済分野の

分野横断的な研究展開を進め，本モデルが予防保全型の

取り組み等を推進する上で有効なツールとなり得るかの

深度化検討が必要であると考えられる．具体的には，①

対象地域の社会・経済情報，②確率別氾濫情報（多段階

浸水想定区域等），③対象地域で計画されている流域治

水施策・計画の情報（計画概要，費用等）等の情報を基

に詳細な設定を行い，実装可能性を検証する必要がある． 

また，流域治水対策の上下流バランスや，特性の異な

る地域・産業構造等の考慮も重要であるため，本モデル

を異なる特性の地域に適用することや，空間スケール・

産業構造の違いを詳細に捉えられるよう多地域・多産業

モデルへ拡張する等も考えられる．さらには経済効果に

加えて，QOL (Quality of Life)やリスクプレミアムに与える効

果等も併せて捉えていくことが重要であると考えられる． 

 

付録 データセット一覧表 

本論文のパイロットスタディで用いた入力データを表

-2（社会経済データ）と表-3（洪水被害データ）に整理

した． 

 

表-2 社会経済データ一覧 

変数名 記号・設定値 出典・備考 

時間選好率 𝜌 ൌ 0.04 

治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ1)の

社会的割引率やBraun 

et al. (2006), Hansen and 
Wright (1992) 等を参考

相対的 

危険回避度 
ሼ𝜃௖, 𝜃𝓏ሽ ൌ ሼ2.0, 2.0ሽ 

山田(2016)の1～4程度,

Cicco et al. (2010)の2程
度等の記載を参考 

家屋･家財 

資産減耗率 
𝛿𝓏 ൌ 0.04 

国税庁の法定耐用年数

(建物償却率)を参考 生産施設･ 

設備減耗率 
𝛿௞ ൌ 0.04 

総地域人口 𝑁 ൌ 31.3(万人) 国勢調査(総務省) 

家屋･家財 

資産 
𝑧ሺ0ሻ ൌ 8.3(百万円/人) 

国勢調査(総務省), 

治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ1) 

生産施設･ 

設備 
𝑘ሺ0ሻ ൌ 14.6(百万円/人) 

国勢調査(総務省), 

治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ1) ,

経済ｾﾝｻｽ 

(総務省･経済産業省)

効用関数の 

ｼｪｱﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ 
ሼ𝛾௖, 𝛾𝓏ሽ ൌ ሼ0.17, 0.83ሽ 

県民経済計算年報 

(山梨県) 

生産関数の 

ｼｪｱﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ 
ሼ𝛼௛, 𝛼௞ሽ ൌ ሼ0.67, 0.33ሽ 

市町村民経済計算 

(山梨県) 

全要素 

生産性 
𝐵 ൌ 10,877 ｷｬﾘﾌﾞﾚｰｼｮﾝ 

 

表-3 洪水被害データ一覧 

変数名 記号 設定値 出典・備考 

洪水生起 

確率 
𝜇௟

1/300未満：99.4% 
1/300  ：0.33% 
1/500  ：0.20% 
1/1,000   ：0.10% 

治水対策により 

確率1/300未満の 

洪水被害率はｾﾞﾛと想定

流域対策 

投資額 
𝑑

<止水壁整備> 

4.0万円/人･年 

既存事例より設定 

※土地利用規制の 

新規費用はｾﾞﾛと仮定

家屋･家財

資産被害率
𝜙௟

1/300未満：0.00% 
1/300  ：3.12% 
1/500  ：3.49% 
1/1,000   ：11.7% 

洪水氾濫解析ﾓﾃﾞﾙ, 

治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ1) 

生産施設･

設備被害率
𝜓௟

1/300未満：0.00% 
1/300  ：3.12% 
1/500  ：3.49% 
1/1,000   ：11.7% 

家屋･家財資産被害率と

同値を仮定 

労働時間 

減少率 
𝜔௟

1/300未満：0.00% 

1/300  ：2.92% 

1/500  ：3.38% 

1/1,000   ：10.7% 

洪水氾濫解析ﾓﾃﾞﾙ, 

治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ1) 
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